



















































②卸売業 １億円以下 １００人以下 ５人以下
③サービス業 ５，０００万円以下 １００人以下 ５人以下
④小売業 ５，０００万円以下 ５０人以下 ５人以下
出所：中小企業庁ホームページ



































年 ５５ ５６ ５７ ５８ ５９ ６０ ６１
設立登記件数（件） ７７，３２３ ５１，３９１ ５４，２１６ ５３，４５２ ５７，２７０ ６２，１４３ ６５，１５５
会社開業率（％） １９．６ １２．５ １２．４ １２．２ １２．０ １２．４ １２．１
会社廃業率（％） １５．２ ６．１ １２．７ ３．０ ６．６ ５．１ ４．９
６２ ６３ ６４ ６５ ６６ ６７ ６８
６３，４０２ ７１，４８３ ７２，９２６ ７１，１４５ ８１，４１８ ８８，２１４ ７７，８５７
１１．０ １１．５ １１．１ １０．１ １０．９ １１．１ ９．３
３．９ ５．４ ３．４ ４．４ ４．７ ５．５ ２．８
６９ ７０ ７１ ７２ ７３ ７４ ７５
８８，５２１ ９３，７７８ ９７，６９２ １１２，９０３ １１９，２２６ ９６，２８６ ９６，１５８
９．９ １０．０ １０．０ １０．７ １０．６ ８．０ ７．５
４．８ ５．４ ２．７ ４．０ ３．４ １．２ ３．２
７６ ７７ ７８ ７９ ８０ ８１ ８２
１０２，９５０ １００，８４５ ９３，７９９ １０３，９７２ １００，８０２ ９６，０７１ ９３，２９３
７．７ ７．２ ６．３ ６．８ ６．３ ５．９ ５．５
３．０ １．６ ２．９ ２．５ ３．７ ２．５ ２．９
８３ ８４ ８５ ８６ ８７ ８８ ８９
９５，８７９ １０４，０６１ １０５，９４１ １０５，１３３ １１７，４７５ １４０，５２０ １６５，７１８
５．５ ５．８ ５．７ ５．５ ６．０ ７．０ ８．０
２．５ １．７ ４．１ ３．０ ３．５ ３．５ ３．１
９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６
１７６，０５８ １７２，１０５ １０７，４５９ ９７，６０３ ９２，５２２ ９２，８８５ １０３，７２３
８．１ ７．６ ４．５ ３．９ ３．６ ３．６ ３．９
３．４ １．７ １．０ １．６ １．９ ２．１ ２．３
９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３
９２，６１０ ８２，５０２ ８８，０３６ ９８，３５０ ９０，６８７ ８７，５４４ ９５，３８１
３．５ ３．１ ３．３ ３．６ ３．３ ３．２ ３．４
４．５ ２．０ ２．２ ２．４ ２．５ ２．７ ４．１
０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９
１０１，１００ １０３，５４５ １１５，１７８ １０１，９８１ ９２，０９７ ８６，０１６
３．７ ３．７ ４．１ ３．６ ３．２ ３．０
３．１ ３．１ ３．４ ２．７ ３．２ ３．１
１０ １０（※１） １１ １２
８７，９１６ ８９，６６４ ９１，９４２
３．４ ３．１ ３．５ ３．６
４．２ ３．８ ３．７ ３．５
出所：中小企業庁ホームページ








































































































































































































































































































































































　  都道府県　　　　 増減数　　　　変化率
　  神奈川県　　　　 2,123,983　　　　30.7%
　  埼 玉 県　　　　 1,774,076　　　　32.7%
　  東 京 都　　　　 1,541,107　　　　13.3%
　  青 森 県　　　  ▲ 150,568　　　▲ 9.9%
　  長 崎 県　　　  ▲ 163,785　　　▲10.3%
























































































５ 日経ビジネスオンライン「三品和広の日本企業改造論」2010年 6月 8日





















































６ ニッポンドットコム財団 グローバル JAPAN－2050年 シミュレーションと総合
戦略－http://www.nippon.com/ja/features/h00011/
－２０２－ 日本経大論集 第４５巻 第１号
地域資源がなければ産業立地を考えて作るべきである
地域中小企業は地域を跨った地域連携をすべきである
地域中小企業は国家施策の「地域創世」とマッチングすべきである
「地域活性」（地域経営）をより研究し、今後共「人口減少化における地
域経営」を研究課題として、地域経済・地域経営の発展を促進する要素・手
法を確立し、地域の存続・発展の可能性を考察して地域経営が今後存続して
いくべき手法（新たなるマーケティング手法、インバウンド手法）を研究し
掘り下げ、また地域がそれぞれ連携する地域連携手法（地域単独ではない地
域経営）や「地域創世」とのマッチング手法を推し進めて考察していきたい。
またもう一段掘り下げた地域中小企業マーケティング論も今後の研究とした
い。
地域中小企業経営論 －２０３－
